
ポスト出生力転換期の先進諸国における出生力と出生意欲の動向 

守泉 理恵

めにࡌࡣ

本✏でࡣ、第２次世⏺大戦後から近年ࡲでの主要先進諸国の出生力変動を概ほするとと

もに、とࡾわけ 2000 年代௨㝆を中ᚰに、出生力ࡔけでࡃ࡞出生意欲の動向とࡑれらの変化

の⫼ᬒについて、データと文⊩から分析してࡲとめるࡇとを目的として研究を行ࡗたࠋ

１㸬主要先進諸国の出生力変動パターン

1960 年代௨㝆、Ḣ⡿先進諸国でࡣ次ࠎと合計特Ṧ出生率（total fertility rate, TFR）の

ᣢ⥆的ప下がጞࡗࡲたࠋ図１AࠥF ࡞ア諸国の主要ࢪらびにᮾア࡞アࢽセア࢜・Ḣ・⡿、ࡣ

国ࠎをྲྀ1960、ࡆୖࡾ 年代௨㝆の出生率の長期的推移を♧したもので࠶るࡇࡇࠋで2000、ࡣ
年代㡭ࡲでの推移を概ほし、2000 年௨㝆の近年の動向についてࡣ次⠇でヲしࡃ㏙るࠋ 
ࣚーロࢵパ諸国４ࡣつの地域に分けて代表的࡞国ࠎの出生率をᥥいた（図１AࠥF）ࠋ中・

ᮾḢ諸国（図１A）ࡣ、TFR が２を㉸2.5ࠥ3、࠼ のレベルに࠶る地域もከかࡗた 1960 年代

ึ㢌から、1970 年㡭ࡲでに２๓後のレベルࡲでప下し、ࡑの後 1990 年代ึ㢌ࡲでࡣ長ࡃ

しかし、1990ࠋいに推移していたࡤのỈ‽でᶓࡑ 年代に入ると出生率ࡣ再び大ࡃࡁప下し、

1.5 をࡾ㎸ࡴ㉸ప出生率にⴠࡕ㎸ࡔࢇ後、2000 年㡭からࡣ回基調に࠶るࠋ 
すḢ諸国（図１B）1960、ࡣ 年代後༙に一ᩧに出生率がప下して、1970 年代にࡣ 1.5ࠥ2

未‶のレベルࡲでప下したࡇࠋの地域ࡣ、比較的㧗い出生率を⥔ᣢしたࣇランスࡸイࣜࢠ

スと、1.5 をษるレベルࡲでప下していࡗた主にࢻイࢶㄒᅪの国ࠎ（ࢻイ࢜ࡸࢶーストࣜア）

で動ࡁが異࡞るࣇࠋランスࡸイࣜࢠスでࡣ TFR２未‶で࠶ࡣるものの比較的㧗いỈ‽で長

2000、ࡾ࡞いとࡤ出生率がᶓࡃ 年代に入ると転ୖ᪼したࣇࠋランスでࡣ一時 TFR２のỈ

‽に㐩したࡇともࡗ࠶たࠋ一方、ࢻイ࢜ࡸࢶーストࣜアࡣ出生率がప下していࡁ、TFR1.5
をษるỈ‽が長ࡃ⥆いたが、పいレベル࡞がらも 2000 年代௨㝆ࡣ転ୖ᪼の動ࡁをぢࡏて

いるࠋ

༡Ḣ諸国（図１C）ࡣ、ࣚーロࢵパの中でࡣ出生率のప下時期が㐜ࡃ、TFR2.5 ๓後の時

期が 1970 年代後༙ࡲで⥆いた後、おもに 1980 年๓後から出生率がᛴ㏿にప下し、1990
年代にࡣ 1.5 をษる㉸ప出生力地域とࡗ࡞たࠋしかし、పいỈ‽࡞がらも 2000 年代௨㝆ࡣ

出生率の回ഴ向をぢࡏたࠋ

Ḣ諸国（図１D）ࡣ、すḢ諸国とྠࡃࡌ 1960 年代後༙に一ᩧに出生率がప下したࡑࠋ

の後、デンマークで一時的に 1.5 をษࡗたࡾ、スウ࢙ーデンの「ローラーコースター」と

波ᡴつ࡞࠺れるよࡤ TFR の動向がࡗ࠶たࡾしたものの、概ࡡ 1.5ࠥ2 の間で推移した2000ࠋ
年代にࡣ出生率回のഴ向をぢࡏ、TFR２に近いỈ‽ࡲで出生率ࡣ転ୖ᪼したࠋ 
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⡿・࢜セアࢽア諸国（図１E）1960、ࡣ 年代ࡣ TFR3.5 を㉸࠼る㧗いỈ‽の出生率で

の後ప下し、1970ࡑ、たがࡗ࠶ 年代๓༙にࡣア࣓ࣜࢲࢼ࢝ࡸ࢝で TFR1.5ࠥ2 未‶のỈ‽で

ᶓࡤいとࡗ࡞たࡣࢲࢼ࢝ࠋ 1.5 の近ഐࡲで出生率が下がࡗてࡑのࡲࡲᶓࡤいとࡗ࡞たが、ア

ࡣ࣓࢝ࣜ 1980 年代に転ୖ᪼し、２を㉸࠼るỈ‽を 2000 年代後༙ࡲで⥔ᣢした࢜ࠋセア

ࡣア諸国ࢽ TFR２๓後のレベルでప下がṆࡑ、ࡾࡲの後ࡰࡣᶓࡤいで推移したࠋ 
 アࢪア諸国（図１F）をぢると、日本ࡣ 1960 年代にࡣすでに TFR２のレベルࡲで出生率

がప下していたࡑࠋの後、日本ࡣ 1970 年代༙ࡤからࡉらに出生率が減してい1990、ࡁ
年代にࡣ 1.5 をษ2005、ࡾ 年の 1.26 転ୖ᪼をࡣの後ࡑれをᗏとしてࡇ、たがࡗで下がࡲ

ぢࡏたࠋ㡑国・ྎ‴・シン࢞ポール1960、ࡣ 年代ึ㢌の TFR６๓後の㧗い出生率からᛴ㏿

にప下し、1970 年代後༙にࡣシン࢞ポールが２をษ1980、ࡾ 年代༙ࡤに㡑国とྎ‴が２を

ษࡗたࡇࠋの୧国2000、ࡣ 年㡭にࡣ先行して出生率がప下していた日本もᢤࡁཤࡾ、TFR
１をษるỈ‽をᗘࠎグ㘓する࡞、出生率のప下にṑṆめがかかࡗてい࡞いࠋ中国ࡣ、㡑

国・ྎ‴・シン࢞ポールと比較すると出生率のప下がも࠺少し⦆ࡸかに進ࡔࢇが、1990 年

代ึ㢌にࡣ TFR２をษるỈ‽ࡲでప下し、ࡑの後ࡣ 1.5ࠥ2 未‶のレベルで推移しているࠋ

たࡔし、中国の TFR にࡣ諸ㄝࡾ࠶、⌧ᅾもබᘧ発表でࡣ 1.8 ⛬ᗘで࠶るが、実ࡣ 1.2 ⛬ᗘ

て政府がಶ人のࡗ子政策を行ࡗ長年一人、ࡣ中国のሙ合ࠋる࠶でప下しているྍ⬟性もࡲ

産ࡴᶒをไ㝈していたࡇともࡾ࠶、情が特Ṧで࠶る2015ࠋ 年にࡣ、⩣年からての夫

婦に 2 人目の出産をㄆめるࡇとをỴめる࡞、一人ࡗ子政策ࡣ⦆和ࡉれてࡁておࡾ、近年、

出生数がఙびᝎࡴ中で㠃的࡞「᧔ᗫ」も近いとࡉれているࠋ後、国のよ࠺にබᶒ力

による子も数のไ㝈が࡞い≧態とࡗ࡞た後に、のよ࡞࠺出生率を♧すのかὀ目ࡉれる

とࢁࡇで࠶るࠋ 
 

図１A 中・ᮾḢ諸国 図１B  すḢ諸国 
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図１C ༡Ḣ諸国 図１D Ḣ諸国 

  
 

図１E ⡿・࢜セアࢽア諸国 図１F ᮾアࢪア諸国 

  
資料：OECD Family Database（https://www.oecd.org/els/family/database.htm）よࡾస成（ྎ
‴・シン࢞ポールを㝖2019ࠋ（ࡃ 年ࣇࡣランス・デンマーク・ࣀルウ࢙ー・スウ࢙ーデン・ࢽュ
ーࢪーランࢻ・㡑国ࡣ OECD Family Database、ࡑののࣚーロࢵパ諸国ࡣ Eurostat Database
（https://ec.europa.eu/eurostat/web/main/data/database）、日本ࡣ人口動態統計2020ࠋ 年ྛࡣ
国統計ᒁのබ表データで、㡑国・ࣁンࣜ࢞ー・ࣇランスࡣᬻ定値ྎࠋ‴の 2015 年ࡲでのデータ
ࡣ Human Fertility Database（Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) 
and Vienna Institute of Demography (Austria). Available at www.humanfertility.org (data 
downloaded on 15/4/2021)）、2015 年௨㝆ྎࡣ‴内政部統計ฎ
（https://eng.stat.gov.tw/ct.asp?xItem=41871&ctNode=6339&mp=5）ࠋシン࢞ポールࡣ 1960
ࠥ2020 年ࡲですてシン࢞ポール統計ᒁデータࠋ 
 
について、2000ࠎた国ࡁてࡆୖࡾでྲྀࡲれࡇ  年௨㝆の出生率の推移がわかࡸࡾすいよ࠺

にࢢラࣇ化したのが図２AࠥF で࠶るࡇࡇࠋでࡣ地域別で1960、ࡃ࡞ࡣ 年代௨㝆の出生率

の推移の特ᚩでࢢルーࣆンࢢしたࠋ図２AࠥC ࡣ 2000 年代ࡲでにᣢ⥆的に TFR が 1.5 を下

回ࡗていた㉸少子化国、図２DࠥF ࡣ TFR1.5 をୖ回るỈ‽で出生率が推移していた⦆少子

化国について、2000 年௨㝆の TFR 推移をᥥいているࠋ 
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 ㉸少子化国の近年の TFR の動向をぢると、㡑国・ྎ‴・シン࢞ポールにぢられる「ప下

ᣢ⥆ᆺ」（図２A）、ス࣌イン・イタࣜア・ࣜࢠシࣕ・日本にぢられる「一時ୖ᪼・再ప下ᆺ」

（図２B）、࢜ーストࣜア・ࢻイࣁ・ࢶンࣜ࢞ー・ࣈルࣜ࢞ア・ポーランࢻ・ロシアにぢら

れる「ୖ᪼ᣢ⥆ᆺ」（図２C）の３タイプに分かれるࠋ 
 㡑国・シン࢞ポールࡣ 2000 年代に入ࡗてもప下が⥆ࡁ、いࡗたࢇ TFR1.2 近ഐでᶓࡤい

にࡗ࡞たが、2010 年代後༙からࡣ再びప下基調にࡗ࡞たࠋ㡑国ࡣ 2018 年௨㝆、３年㐃⥆

で TFR が１をษるỈ‽が⥆いているࡣ‴ྎࠋ 2010 年ࡲで大ࡃࡁ出生率をప下ࡏࡉた後、

一時１.2ࡣ に近いレベルࡲでୖがࡗたが、2010 年代後༙にࡣ再びప下ഴ向に࠶るࠋ 
 ༡Ḣ諸国と日本で2000、ࡣ 年代に TFR がୖ᪼基調にࡗ࠶たものの、ࡑの後再びప下し、

2000 年代๓༙とྠ⛬ᗘのレベルにᡠࡗてしࡗࡲたࠋ「一時ୖ᪼・再ప下ᆺ」とゝ࠼るࠋ༡Ḣ

諸国で2000、ࡣ 年代にᣢ⥆的に TFR のୖ᪼がぢられ、2010 年㡭にࡣ 1.4ࠥ1.5 のレベルに

れているが、༡ࡎがࡁⱝᖸ動ࡣ日本ࠋ再びప下した、ࡎか⥆ࡣのഴ向ࡑ、でୖ᪼したがࡲ

Ḣ諸国よࡾ TFR のᗏᡴࡕが㐜ࡃ、一時ୖ᪼も 2010 年代༙ࡲࡤで⥆いたが、2010 年代後༙

௨㝆ࡣప下基調に転ࡌた2019ࠋ 年の᭱᪂値ࡣ 2000 年とྠࡌ 1.36 で࠶るࠋたࡔ、日本のሙ

合、TFR の᭱ప値とࡗ࡞た 2005 年の値よࡣࡾ近年の出生率Ỉ‽ࡣ㧗ࡃ、「᭱ప下」の動ࡁ

、出生率が山をᥥいて再びప下し、పỈ‽で推移する㐣⛬に入るかࠋい࡞ࡣ定的で☜ࡔࡲࡣ

次に㏙るよ᪼ୖ࡞࠺ᣢ⥆ᆺに࡞るかࡣ後の動ࡁによるࠋ 
 ㉸少子化国でも出生率のୖ᪼基調がᣢ⥆している国ࠎも࠶る2000ࠋ 年代๓༙と 2010 年

代後༙を比較したとࡁに、࠶る⛬ᗘの増減ࡗ࠶ࡣても、近年の出生率レベルが 2000 年代๓

༙を᫂☜にୖ回ࡗているࢢループで࠶る࢜ࠋーストࣜア・ࢻイࢶのすḢࢻイࢶㄒᅪ諸国、

2000ࠋロシアの中・ᮾḢ諸国がヱᙜする・ࢻア・ポーランࣜ࢞ルࣈ・ーࣜ࢞ンࣁ 年㡭ࡣ TFR
が 1.2ࠥ1.4 の間にࡗ࠶たが、ࡑの後ࡣ概᪼ୖࡡ基調が⥆いてお2010、ࡾ 年代௨㝆も TFR1.4
㹼1.6 の間に࠶るࠋ 
 ⦆少子化国で2000、ࡣ 年代に出生率が回࡞いしᶓࡤいで推移した後、2010 年代にࡣ㌺

୪み再びప下しているࠋ図２D 2010、ࡣ 年๓後ࡲで出生率が回した࠶とప下しጞめ、2010
年代後༙に 1.5 をษるレベルࡲで TFR がᛴⴠした国ࠎで࠶るࠋḢのࣇンランࣀ、ࢻル

ウ࢙ーとࢲࢼ࢝がヱᙜするࠋ特にࣇンランࢻのప下ࡣᛴ⃭で、2010 年に 1.87 でࡗ࠶た

TFR が 2019 年にࡣ 1.35 でప下し、2020ࡲ 年に 9 年ࡾࡪに 1.37 へと回をぢࡏたࠋ 
 図２E 2000、ࡣ 年代に出生率が回し、2010 年㡭をࣆークに再び出生率がప下したが、

2020 年時点で TFR1.6 をୖ回るレベルを⥔ᣢしている国ࠎで࠶るࢽࠋューࢪーラン࢜・ࢻ

ーストラࣜアの࢜セアࢽア諸国、イࣜࢠス・ࣇランスのすḢ諸国、デンマーク・スウ࢙ー

デンのḢ諸国がྵࡲれるࡇࠋれらの国ࠎで2010、ࡣ 年代に入ると TFR が一ᩧにప下基

調に入ࣇ、ࡾランス௨外ࡣ 1.7 をษるレベルࡲでⴠࡕているࠋ㉸少子化国の中でも、ୖ᪼ᣢ

⥆ᆺのࢻイࣁ・ࢶンࣜ࢞ー・ࣈルࣜ࢞ア・ロシアࡣいࡎれも TFR1.5 を㉸࠼るỈ‽を⥔ᣢし

ておࡾ（図２C）、ࡇれらの国ࠎとの差が⦰ࡗࡲているࠋ 
 ⦆少子化国の᭱後のࢢループࡣ「ᶓࡤい・再ప下ᆺ」で࠶るࠋ中国ࡣ出生率がୖ᪼を⥆
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けるとい࠺イレࢠュラー࡞動ࡁをしておࡾ、タイトルとࡣ異࡞る動ࡔࡁがࡇࡇにྵめてࢢ

ラࣇ化したࠋア࣓ࣜࡣ࢝ 2000ࠥ2009 年ࡲで TFR２を㉸࠼るỈ‽にࡗ࠶たが、2010 年に T
をษࡗた後ࡣప下が⥆2020、ࡁ 年に 1.64（ᬻ定値）とࡗ࡞た࢜ࠋランࢲも、2000 年代ࡣ

1.7ࠥ1.8 のỈ‽で推移していたが、ࡑの後ࡣప下基調と2019、ࡾ࡞ 年にࡣ 1.57 とࡗ࡞たࠋ

 ࠋる࠶とྠレベルでࠎ㉸少子化国の中のୖ᪼ᣢ⥆ᆺの国、ࡣの⌧ᅾの出生率レベルࢲラン࢜
 

図２A ㉸少子化国：ప下ᣢ⥆ᆺ 図２B ㉸少子化国：一時ୖ᪼・再ప下ᆺ 

  

 
図２C ㉸少子化国：ୖ᪼ᣢ⥆ᆺ 図２D ⦆少子化国：一時ୖ᪼・再ప下ᆺ 

（TFR1.5 未‶） 
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図２E ⦆少子化国：一時ୖ᪼・再ప下ᆺ 

（TFR1.5 ௨ୖ） 
図２F ⦆少子化国：ᶓࡤい・再ప下ᆺ 

  
資料：図１にྠࠋࡌ 

 
 本✏でྲྀࡆୖࡾた国ࠎについて、2000 年代௨㝆の᭱近 20 年の出生率の動ࡁを概ほ

すると、㉸少子化国でࡣ出生率のప下にṑṆめがかから࡞いか、一時᪼ୖࡣしたものの 1.5
を㉸࠼るࡇとࡃ࡞ኻ㏿して㉸少子化の≧態からᢤけ出࡞ࡏい国ࠎと、出生率がᣢ⥆的にୖ

᪼基調にࡾ࠶⦆少子化国の一部の国ࠎと出生率レベルが㔜ࡾ࡞ጞめた国ࠎに分かれているࠋ

一方、⦆少子化国でࡣ 2010 年๓後をࣆークに㌺୪み出生率がప下したࠋ近年ࡣ TFR1.6ࠥ
1.7 ⛬ᗘのレベルに᮰しつつ1.5、ࡾ࠶ をษるࡲで出生率がⴠࡕ㎸ࡔࢇ国ࠎも出てࡁてい

るࠋ㉸少子化国の出生率レベルୖ国と、⦆少子化国の出生率レベル下国ࡣ入ࡾΰࡌる

≧ἣとࡗ࡞ているࠋ 
ࡸࡣ換Ỉ‽を下回るレベルへᣢ⥆的に出生率がప下すると、も⨨、ࡣからࡁした動࠺ࡇ 

⨨換Ỉ‽へと出生率が回するのࡣ┦ᙜに㞴しࡃ、比較的少子化のレベルが⦆ࡸか࡞国ࠎ

でも 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘに᮰していࡃ流れが࠶るよ࠺にぢ࠼るࠋ一方で、㉸少子化国でࡣ、

TFR1.5 未‶にとࡲる国ࠎがከいが、1.5 を㉸࠼るレベルに回してࡁた国ࠎも1.5、ࡾ࠶
未‶の TFR を長期に経㦂した社会でも、1.5㹼1.6 のレベルࡲでᣢࡕ┤すࡇとࡣྍ⬟でࡣ

TFR1.5、ࡔたࠋる࠼いとい࡞ をษるపỈ‽がのࡃらい長ࡃ⥆いたのか、ࡲた、పいとい

要因も࠺でప下したのかといࡲのレベルてもࡗ TFR が 1.5 ௨ୖに回するか࠺かに大

でࡲ１๓後の㉸పレベルにࠋ関わるとみられるࡃࡁ TFR がⴠࡕ㎸ࡔࢇᮾアࢪア諸国が、

後ࡲࡇで出生率をᘬࡆୖࡁるࡇとがでࡁるかࡣ未▱数で࠶るࠋ 
が、ඹ㏻の࠺ࢁ࠶でࡲࡊࡲࡉࡣている⫼ᬒࡗ࡞のレベルの出生率とࡑ、れの国でࡒれࡑ
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⌧㇟としてࡣ、⨨換Ỉ‽௨下への出生力ప下が晩産化によࡗて推進ࡉれたものでࡾ࠶、ከ

ࡸの国でࡃ 30 ṓ代の出生率がࣆークで࠶る構造にࡗ࡞ているࡇと、無子ࡸ 1 人しか子

もをᣢた࡞いࡇとが社会的にチᐜࡉれ、࠶るいࡣ経済的にࡴࡸをᚓ࡞い≧ἣがᗈࡾࡲつつ

 ࠋられる࠼いかと考࡞ࡣられるのでࡆとがᣲࡇているࡗ無子化、少子化がᗈが、ࡾ࠶
 
２㸬主要先進諸国の出生意欲のỈ‽の動向 
 
 TFR ࡣ出生意欲のỈ‽のデータ、ࡾ࡞人口動態統計からᚓられる出生データと異、࡞

社会調査からしかᚓられ࡞いྛࠋ国でඹ㏻した文ゝで調査がࡉ࡞れているわけでもࡃ࡞、

⤖果報告᭩から年㱋ࡸ㓄അ関係をᥞ࠼た集計⤖果をᚓるのࡣ㞴しいࠋཝᐦ࡞比較ࡣ、て

の調査でಶ票データを入ᡭして特別集計を行わ࡞い㝈ࡾᅔ㞴で࠶るࡇࡑࠋで、本✏でࡣ、

おもに出生意欲を調ている調査のබ表集計データࡸ、出生意欲についてᢅࡗた研究論文

のデータから、先進諸国の近年の出生意欲について、ࡑのỈ‽の動向を᥈ࡗたࠋア࣓ࣜ࢝

について1972、ࡣ㹼2018 年の General Social Survey のಶ票データを集計したࠋ 
 ࣚーロࢵパについてࡣ、出生意欲のỈ‽の長期的変化に関するもࡗともໟᣓ的࡞研究と

して、Sobotka and Beaujouan（2014）が࠶るࡇࠋの研究で1979、ࡣ 年㹼2012 年の期間

について、世⏺౯値ほ調査（World Value Survey, WVS）、ࣚ ーロࢵパ౯値ほ調査（European 
Values Study, EVS）、国際社会調査（International Social Survey, ISSP）、ࣘーロࣂロ࣓

ーター調査（Eurobarometer (EB) Survey）࡞のクロスセクション調査データを集し、

18㹼49 ṓ女性の平ᆒ理子も数の時系ิ変化を国別にࡲとめているࡇࡇࠋでの理子

も数ࡣ、「ಶࠎ人の理子も数（personal ideal number of children）」でࡃ࡞ࡣ、「一⯡

的࡞社会つ⠊としての理子も数（general ideal number of children）」で࠶るࠋ論文の

本యࠗࡣPopulation and Development Review࠘にᥖ㍕ࡉれたが、EURREP 1に࢜ンライ

ン表４として࢚クセルࣇイルでྛ国のヲ⣽データがබ㛤ࡉれている  ࠋ2
 本✏でᢅࡗているࣚーロࢵパྛ国について、Sobotka and Beaujouan（2014）の表４

から 1981 年・1990 年の EVS、2001・2006・2011 年のࣘーロࣂロ࣓ーターの平ᆒ理子

も数と理子౪数が 0ࠥ1 人の無子・少子志向者合の推移をࢢラࣇ化したのが図３A㹼

D で࠶るࠋ一定のサンプル数を☜保するため、15㹼49 ṓの女性について集計が行われてい

るࠋ 
 図３A の中・ᮾḢ諸国の理子も数をぢると、近年出生意欲ࡣ減しているが、平

ᆒで 2 人௨ୖのỈ‽ࡣ⥔ᣢしているࠋ理子も数 0㹼1 人の合でࡣ、ポーランࣁ、ࢻン

2011、ࡾーで増加しておࣜ࢞ 年にࡣ 1 を㉸࠼たࠋ 
 図３B の༡Ḣ諸国ࡣ、時系ิでみて出生意欲ࡣప下ഴ向に࠶るࣜࢠࠋシࣕࡑࡣれでも比較

1 2012㹼17 年の 5 年間に行われた Fertility, reproduction and population change in 21st 
century Europe プロ࢙ࢪクトの␎⛠ࠋ 
2 ᥖ㍕⟠所の URL  /http://www.eurrep.org/two-is-best-pdr、ࡣ
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的㧗いỈ‽で推移しているが、ス࣌インࡣ 2011 年に 2.07 人で、イタࣜアࡣ 2011 年に 1.95
人と 2 人をษࡗているࠋ理子も数 0㹼1 人の合ࡣの国でも増加ഴ向に࠶るが、イタ

ࣜアの推移が特ᚩ的で、2000 年㡭ࡲで無子ࡸ 1 子を理とする女性ࡣ 10㸣未‶でࡗ࠶たに

もかかわら2006、ࡎ 年に 18.7㸣と 10 パーセントポイントもୖ᪼し、2011 年調査でࡣ 2 

を㉸࠼たࠋ 
 

 

 
 図３C のすḢ諸国ࡣ、ᕥ 3 か国が㉸少子化国、ྑ 3 か国が⦆少子化国と࡞るが、࢜ース

トࣜアとᮾࢻイࢶ地域についてࡣ、平ᆒ理子も数がከࡃの年次で 2 人をษࡗているࠋ

地域よࢶイࢻᮾࡸーストࣜア࢜ࡣࢶイࢻすࠋ出生力がపいが、出生意欲もపいࡣの地域ࡇ

図３A 平ᆒ理子も数の推移： 
中・ᮾḢ諸国 

図３B 理子も数 0㹼1 人の合： 
中・ᮾḢ諸国 

  

図３C 平ᆒ理子も数の推移： 
༡Ḣ諸国 

図３D 理子も数 0㹼1 人の合： 
༡Ḣ諸国 
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平ᆒで、ࡃ㧗ࡣ‽出生意欲のỈࡣࡾ 2 人௨ୖを⥔ᣢしているࠋたࡔ、理子も数の推移

についてぢると、ప下ഴ向に2000、ࡃ࡞ࡣ 年ࢁࡈをᗏとして小ᖜ࡞がら回ഴ向に࠶ると

もい࠼るࡇࠋれと応するよ࠺に、理子も数 0㹼1 人の女性の合も、2000 年㡭ࡲで

ᛴ増していたが、ࡑの後ࡣప下しているࡇࠋれらの国ࠎでࡣ、出生率のୖ᪼が⥆いている

が、出生意欲の㠃でも回しているᵝ子がぢられるࠋ 
一方、ࣇランス・࢜ランࢲ・イࣜࢠスについてࡣ、近年に࡞る平ᆒ理子も数ࡣ

減（ࣇランス・࢜ランࢲ）࡞いしᶓࡤい（イࣜࢠス）で推移しているが、2011 年時点で

も 2.3 人⛬ᗘの比較的㧗いỈ‽を保ࡗているࡇࠋれらの国ࠎでࡣ、理子も数 0㹼1 人の

女性の合ࡣもともとపỈ‽でࡗ࠶たが、時系ิでみるとᚎࠎに増加しているࠋ 
 
図３E 平ᆒ理子も数の推移：すḢ諸国 

 
 
図３F 理子も数 0㹼1 人の合：すḢ諸国 

 
 
 図３D のḢ諸国についてࡣ、出生意欲のỈ‽ࡣおおࡡࡴᶓࡤいで、ప下ഴ向ࡣぢられ
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2011、ࡃ㧗ࡣても出生意欲パ諸国と比ࢵのࣚーロࠋい࡞ 年時点でも平ᆒで 2.3㹼2.5 人

の理子も数を⥔ᣢしているࡲࠋた、理子も数 0㹼1 人の無子࡞いし少子志向の女性

もおおࡡࡴ 5㸣未‶と少࡞いࠋたࣇ、ࡔンランࢻとスウ࢙ーデンでࡣ、理子も数 0㹼
1 人の女性合が、2011 年調査でࣇンランࢻ 8㸣、スウ࢙ーデン 6.5㸣にୖ᪼したࠋ 
 
図３G 平ᆒ理子も数の推移：Ḣ諸国 

 
 
図３H 理子も数 0㹼1 人の合：Ḣ諸国 

 
資料：Sobotka and Beaujouan (2014) online Appendix 4. 
 
 ア࣓ࣜ࢝の出生意欲の動向について1972、ࡣ 年から⥆いている General Social Survey3

のデータを用いてほ察したࡇࠋの調査ࡣ 1972㹼2018 年の期間に行われた調査回のデータ

をᗈࡃබ㛤しておࡾ、本✏でも GSS බᘧウࣈ࢙サイトからࢲウンローࢻしたಶ票データࣇ

 ࠋたࡗイルを用いて集計を行

3 シࢦ࢝大学の社会調査ᶵ関 NORC（National Opinion Research Center）が 1972 年から

実している社会調査（https://gss.norc.org/）ࠋ 
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 18㹼49 ṓの女性の平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の女性の合について集計

を行ࡗたのが図４で࠶るࠋ平ᆒ理子も数の推移をぢると、1972 年の 2.86 人から 1970
年代後༙にࡣ 2.5 人⛬ᗘとࡑ、ࡾ࡞の後ࡣしࡤらࡑࡃのỈ‽で推移した1990ࠋ 年代に再び

ప下して 2.3 人⛬ᗘࡲで下がࡗたが、ࡑの後ࡣ回して近年ࡣ 2.6 人⛬ᗘのỈ‽に࠶るࠋ理

子も数が 0㹼1 人の無子・少子志向の女性の合ࡣ一㈏してపࡃ、おおࡡࡴ 5㸣未‶の

Ỉ‽で推移しているࠋ 
 ア࣓ࣜ࢝の出生意欲の推移に関する᭱近の研究で2006、ࡣ㹼2017 年の National Survey 
of Family Growth のデータを用い、15㹼44 ṓ男女の「ண定子も数」（᪤Ꮡ子も数と㏣

加ண定子も数の合計）のデータを分析した Hartnett and Gemmill（2020）が࠶るࡇࠋの

論文でࡣ、平ᆒண定子も数ࡣ 2006㹼10 年の 2.26 人から 2013㹼2017 年の 2.16 人へわࡎ

かにప下したが、人口のサࢢࣈループ別にぢるとⱝ年ᒙでの平ᆒ値のప下ᖜࡸ無子志向（理

子も数 0 人）の増加が大ࡁいࡇと、ࣄスパࢵࢽク系女性で小ᐙ᪘志向が㧗ࡗࡲている

 ࠋとを᫂らかにしているࡇがみられるࡁ動࡞た特ᚩ的ࡗとといࡇ
 
図４ 平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の合の推移：ア࣓ࣜ࢝ 

 
ὀ：集計ᑐ㇟ࡣ 18㹼49 ṓの男女および᭷㓄അに㝈定した男女ࠋ「しいࡔけ（As many as want）」
との回⟅ࡣ数値が特定で࡞ࡁいため、ヲとともに㝖外して⟬出したࠋ 
資料：GGS ಶ票データࠋ 
 
 図５ࡣ㡑国の᭷㓄അ女性の理子も数データを♧しているࠋ㡑国の᭷㓄അ女性の間で

ࡃ長ら、ࡣ 2.2 人の平ᆒ理子も数が⥔ᣢࡉれてࡁたが、2015 年௨㝆ࡣ平ᆒ値が 2
人をษる࡞ప下ഴ向を♧している2015ࠋ 年と 2018 年のデータ49、ࡣ ṓࡲでの᭷㓄അ女

性をᑐ㇟として集計しているが、一⯡に理子も数ࡣ年長者の࠺が㧗いഴ向に࠶るた

め、ࡇの変᭦ࡴࡣしࢁ平ᆒ値をᢲしୖࡆるࡔࡎࡣが、実際の平ᆒ値ࡣప下したࠋしかも᭱

᪂の 2018 年の調査でࡣ年㱋で平ᆒが 2 人をษࡗておࡾ（᭱ప値が 25 ṓ未‶で 1.57 人、
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᭱㧗値ࡣ 45㹼49 ṓで 1.95 人）、理子も数 0㹼1 人の合も 23.3㸣に㐩している（㡑国

保健社会研究院 2018、p.161、表 5Ѹ40）ࠋ理 0 人ࡣ 2.1㸣と㠀ᖖに少࡞いが、理 1 人

が 21.2㸣とかࡾ࡞㧗いࠋ㡑国でࡣ社会యでの出生意欲が大ࡃࡁప下しているとみてよࡉ

しかも、20ࠋる࠶で࠺ࡑ ṓ代をぢると理子も数 1 人とい࠺回⟅が 3 を༨め、⌧ᅾの

ⱝい世代の出生意欲ࡣ┦ᙜపいとい࠼るࠋ࠺ࢁࡔ 
 
図５ 平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の合の推移：㡑国 

 
ὀ：1982㹼2009 年ࡣ 15㹼44 ṓの᭷㓄അ女性、2012 年ࡣ 20㹼44 ṓの᪤婚女性、2015・2018
年ࡣ 15㹼49 ṓの᭷㓄അ女性が集計ᑐ㇟ࠋ 
資料：㡑国保健社会研究院（KIHASA）ࠗ出生力およびᐙ᪘の健ᗣと福祉に関する国調査 2࠘006
㹼18 年報告᭩ࠋ 
 
 図６ࡣ日本の理子も数の推移についてࢢラࣇ化しているࠋ用いたデータࠗࡣ出生動

向基本調査࠘のものでࡇ、ࡾ࠶の調査でࡣ「夫婦の理子も数」としてたࡡࡎた回⟅を

集しているが、夫婦調査票の回⟅者ࡣጔで࠶るため、᭷㓄അ女性の意㆑をよࡾᫎした

回⟅で࠶るࠋ日本でࡣ、夫婦の平ᆒ理子も数ࡣ 1982㹼92 年に 2.6 人ྎ、1997㹼2002
年に 2.5 人ྎ、2005㹼2010 年に 2.4 人ྎ、᭱᪂の 2015 年調査で 2.32 人と長期的にぢると

減ഴ向に࠶るࠋの㉸少子化国の出生意欲Ỉ‽に比れࡤ比較的㧗いが、᭷㓄അ者の意

㆑で࠶るため、㓄അ関係で女性の回⟅をぢたሙ合ࡣもࡗとపいࡇとがணࡉれるࡇࠋの

調査でࡣ別㏵⊂㌟者調査を行い、⊂㌟者にࡣ「ᕼᮃ子も数」をたࡡࡎているࠋ夫婦の理

子も数とࡣ㉁問文が異࡞るため༢⣧࡞比較ࡣで࡞ࡁいが、2015 年の第 15 回調査でࡣ、

18Ѹ34 ṓ未‶の未婚女性の平ᆒᕼᮃ子も数ࡣ 2.02 人でࡗ࠶た（国立社会保障・人口問題

研究所 2017、p.67）ࠋ 
日本でࡣ、理子も数が 0㹼1 人の夫婦の合も、2000 年代に入ると㧗ࡗࡲてࡁてお

ࡣ近年、ࡾ 7.5㸣ࡲでୖ᪼した࡞ࠋお、18ࠥ34 ṓの未婚女性のᕼᮃ子も数で0ࠥ1、ࡣ 人

と回⟅した合ࡣ第 15 回調査で 14.7%でࡗ࠶た（国立社会保障・人口問題研究所 2017、
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p.68）ࠋ夫婦調査よࡾも未婚女性の無子・少子志向ࡣ㧗いが、2000 年代௨㝆、12ࠥ15%の

⠊ᅖでᶓࡤいに推移しておࡾ、とࡾわけ増加する動ࡁがぢられているわけで࡞ࡣいࠋ 
 
図６ 平ᆒ理子も数と理子も数 0㹼1 人の合の推移：日本 

 
ὀ：集計ᑐ㇟ึࡣ婚ྠ士の夫婦（ጔ 50 ṓ未‶）ࠋ 
資料：国立社会保障・人口問題研究所（2017） 
 
 出生意欲の動ࡁについて、యを概ほしてみると、ࡎࡲゝ࠼るのࡣ、㉸少子化国ࡣ⦆少

子化国に比て出生意欲のỈ‽がపいといࡇ࠺とࠋࡔしかし、ࡑれでもとࢇの国でࡣ

平ᆒで 2 人௨ୖの理子も数を⥔ᣢしているࠋ一方、2018 年から TFR が 1 を下回ࡾ⥆

けている㡑国の出生意欲をみると、ࡎࡲ 2015 年調査で「理子も数 0ࠥ1 人」の᭷㓄അ

女性合がᛴ増し、平ᆒ理子も数が 2 をษる≧ἣにࡗ࡞たࠋ本✏でᢅࡗたデータࡣ᭷

㓄അ女性のもので࠶るため、㓄അ関係総数でほ察すれࡤもࡗとపい値で࠶るྍ⬟性も㧗いࠋ

い࡞いらࡣもると、意㆑のୖで「子࠼とを考ࡇたࡗらにప下していࡉの後、出生率もࡑ

か、ᣢࡗても 1 人でいい」とい࠺考࠼方がᗈがࡗたࡇとが、実態の出生行動にも大࡞ࡁ影

響を及ࡰしているとみられるࠋ 
先進諸国でࡣ、かつてのよ࠺に㑊ዷᡭẁがஈしࡃ意図し࡞いዷፎが㢖発する≧ἣで࡞ࡣ

い௨ୖ、人ࠎがఱ人ࡃらいの子もをᣢࡕたいと考࠼ているか࠶、ࡣる意ࡑの社会の出

生力回のୖ㝈を♧しているとい࠼るࠋSobotka and Beaujouan（2014）ࡣ、ࣚーロࢵパ

域をぢても、2 人ࡗ子つ⠊ࡣᬑ㐢的で、10 人中 6 人の女性ࡣ理子も数を「2 人」と

㇟⌧ぢられるࡃ࡞実際の出生力レベルに関係ࡣれࡇࠋとを᫂らかにしているࡇている࠼⟆

で、本✏でぢたア࣓ࣜࡸ࢝日本でも、時系ิでぢて 40ࠥ60㸣ࡣ「理子も数 2 人」で࠶

た、㉸少子化国の中でも、出生意欲に回ഴ向がぢられるࡲࠋ大ከ数を༨めていた᭱、ࡾ

国ࠎでࡣ出生率が近年ᣢ⥆的にୖ᪼していたࠋ人ࠎの子も数にᑐする意㆑の変化がᴟ➃
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に無子・少子志向にࡗ࡞ていࡃと、実態の出生行動もࡕࡑらに向かࡗていࡃため、少子化

の流れを変࠼るのࡣ┦ᙜに㞴し࡞ࡃると考࠼られるࠋ 
 
３㸬出生と出生意欲変動の⫼ᬒ 
 
 2000 年๓後にࡣ、出生率のప下にṑṆめがかかࡾ、TFR1.5ࠥ2.0 の間にとࡗࡲた⦆少

子化国と、TFR が 1.5 を下回るレベルにࡲでప下した㉸少子化国に分㢮ࡉれ、୧者の差が

ఱに᰿ࡊしたもの࡞のかを分析する研究が┒ࢇにࡗ࡞た（Brewster and Rindfuss 2000; 
McDonald2000; Ahn and Mira 2002; Kohler et al. 2002; Castles 2003; Rindfuss et al. 
2003; Adserá 2004; Kögel 2004; Engelhardt et al. 2004; Billari and Kohler 2004; 山口 
2009：㜿⸨ ᐙ᪘ᙧࡸ婚⤖）ࡾの時期の研究を概ほすると、ྠ᳇・婚外子がᗈがࡇࠋ（2011

成のከᵝ化）、ᐙ᪘政策のຓけをᚓて夫婦ඹാࡁがࡃࡈᬑ㏻に実㊶でࡁるよ࡞࠺国ࠎでప出

生率ࡣ⦆和・回する一方、ᐙᗞ内外の性ᙺ分業がᙉᅛで、ᐙ᪘主義がᙉい国ࠎでࡣ

とᐙᗞの୧立ᅔ㞴、⤖婚のࣁーࢻルの㧗ࡉ➼から出生率がప㏞し⥆けているഴ向が࠶る

と分析ࡉれていたࠋ 
の後、2010ࡑ 年に向けてྛ国とも出生率がୖ᪼基調にࡗ࠶たが、2000 年ྎ後༙ 2010 年

代ึ㢌に世⏺的࡞経済のᬒẼ後㏥で࠶る「大ἣ（Great Recession）」が㉳ࡇ、ࡾࡇれをዎ

ᶵとして先進諸国の出生率の回がኻ㏿したので࡞ࡣいかとい࠺㆟論がᕳࡁ㉳ࡗࡇたࡇࠋ

のᬒẼ後㏥ࡇࡸの時期に㉳ࡗࡇた経済構造の変化によࡾ経済的࡞☜実性が増し、⤖婚ࡸ

出産がᢚไࡉれたとする研究がከࡃᥦ♧ࡉれている（Sobotka et al. 2011; Goldstein et al. 
2013; Schneider 2015; Seltzer 2019; Matysiak et al. 2021）ࠋయとして、ປാ市ሙの☜

実性ࡣⱝ者の間でよࡇ࡞้῝ࡾとがከࡃ、⤖婚・出生行動に大࡞ࡁマイࢼスの影響を࠼

ているࠋ一方で、出生意欲にᑐする「大ἣ」の影響についてࡣ、ᐙ計の経済≧ἣのᝏ化

た分析がࡗるといࡲの実⌧性の☜実性が㧗ࡑ、いが࡞影響しࡣの出生意欲⮬యにࠎ人ࡣ

 ࠋれている（Testa & Gietel-Basten 2014）ࡉ࡞
「転換（postponement transition）ࡾ先㏦」、ࡣで、先進諸国の出生力ప下についてࡲれࡇ

（Kohler et al. 2002）といわれる晩産化の進行がඹ㏻した大࡞ࡁཎ因で࠶るとࡉれるが、

ࢲン࢙ࢪ㧗学歴化、ⱝ年ᒙの経済≧態のᝏ化、女性のປാ力率のୖ᪼とࡣの⫼ᬒとしてࡑ

ー㠉命、パートࢼーシࢵプのከᵝ化、⤖婚・ᐙ᪘ほ࡞意㆑の変化がከࡃの研究で指ࡉ

れてࡁた（Balbo et al. 2013; 岩澤 2015; Sobotka 2017a）ࡑࠋして比較的出生率のప下が

とࡇᐙ᪘政策のຠ果が出ている、ࡣでࠎした国ࡾたࡏࡉ出生率を回、ࡾたࡗ࠶かでࡸ⦅

がわかࡗてࡁておࡾ、特に保育サービス౪⤥の増加ࡸ、とᐙᗞの୧立ᨭ策、ᰂ㌾࡞

ാࡁ方のᬑ及࡞㞠用・ປാ政策分㔝の策が出生行動と女性の就業との間の㏫┦関を⦆

和し、出生力にポ࡞ࣈࢸࢪ影響を࠼るࡇとがぢ出ࡉれてࡁている（Thévenon and 
Gauthier 2011; Luci-Greulichand Thévenon 2013㸹Gauthier 2016）ࠋ 
出生率ప下と㢮を࡞㏿ア諸国の一部がᛴࢪのᮾア࡞ポール࢞た、㡑国、ྎ‴、シンࡲ
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ぢ࡞い㉸ప出生率にⴠࡕ㎸ࢇでいるࡇとが世⏺的にὀ目を集めているが、ୖ㏙のよࡉ࡞࠺

࠺とい「もの教育子」らにࡉ、でもస用しつつࠎれらの国ࡇ晩産化⫼ᬒ要因が࡞ࡲࡊࡲ

要因が大࡞ࡁᙺを果たしているࡇとが指ࡉれているࠋ「子もへの教育ᢞ資」への㈇担

ឤが出生意欲ࡸ出生行動をᢚไしているとい࠺問題で࠶る（Tan et al. 2016㸹山田 2013㸹
᪂㇂ 2015㸹Jones 2019）ࠋ㔠㖹的࡞㈇担ࡔけでࡃ࡞、子もにⰋい学歴をつけࡏࡉるため

に、親の「ດ力」が㐣大にồめられ、ࡑのᚰ理的㈇担も┦ᙜに大ࡁいࡇࠋの「࢚ࣜート教

育➇த」とい࠺要因ࡣアࢪア特᭷の少子化要因として後ࡉら࡞るὀ目を集めるものと考

 ࠋられる࠼
出生意欲の動向についてࡣ、ከࡃの国でప下ഴ向がぢられるものの、出生力のレベルに

かかわらࡎ平ᆒで理子も数が２人௨ୖを⥔ᣢしているࢣースがከいࢻ、࡞ラスࢸ

男」、ࡣれる理⏤についてࡉラインが⥔ᣢ࠺の「２人」といࡇࠋい࡞ぢられていࡣ変動࡞クࢵ

女ඣࡦとࡎࡾつ欲しい」とい࠺子もの性別にᑐするミࢵクス㑅ዲ、一人ࡗ子ࡸ⏑ࡣかࡉ

れて育つ、⮬ᕫ中ᚰ的に࡞る࡞よ࡞ࡃいとい࠺౯値ほ、第１子にࡔ࠺ࡻࡁいを࠼たい

とい࠺考࠼、一子もが亡ࡗ࡞ࡃても、もࡦ࠺とࡣࡾṧるよ２࠺人☜保したいとい࠺戦

␎、社会つ⠊への㐺応࡞が࠶るとࡉれる（Sobotka and Beaujouan 2014）ࠋしかし、本✏

でྲྀࡆୖࡾた㡑国でࡣ、生Ṫ年㱋に࠶る᭷㓄അ女性の理子も数が平ᆒで 2 人をษࡾ、

子もࡣ 1 人でⰋいとする意㆑が᭷㓄അ女性の２௨ୖを༨める（ⱝい世代で３ࡣを༨

める）ࡇ、࡞れࡲでの国でもぢられ࡞かࡗた「出生意欲の下㝈値を㋃み㉸࠼たప下」

ともゝ࠼る≧態が出⌧しているࡲࠋた、1960 年代௨㝆生ࡲれの人ࠎの間で無子がᗈがࡗて

いるࡇとࡣすでに᫂らかにࡗ࡞ておࡾ（Miettinen et al. 2015; Sobotka 2017b; 守泉 2019）、
࡞いらࡣもるが、「子࠶で「い無子࡞意図し」࡞ዷ࠺晩産化にకࡸの大༙が未婚化ࡑ

い」と考࠼る人ࠎも少しࡎつ増加しているࠋ 
も数れ、「理子ࡉる⛬ᗘ㧗い出生意欲が⥔ᣢ࠶でࡲれࡇ 2 人」の下㝈ラインも㉸ࡎ࠼

にࡁたが、⌧実の出生力が⨨換Ỉ‽を下回る少子化≧態とࡗ࡞て数༑年が経㐣し、ⱝい世

代ࡣ無子の人ࡸࠎ子も数が 1 人のࢵ࢝プルもめࡎらし࡞ࡃい中で育ࡗてࡁているࡑࠋれ

に加࠼、長時間ປാࡸᰂ㌾性のపい⫋ሙ⎔ቃ、ປാ᮲௳のᝏい㠀ṇつ㞠用の拡大࡞㞠用

⎔ቃのᝏ化、పい࢙ࢪンࢲー平➼、ఏ統的࡞性ᙺ分業を基┙とした⤖婚ไᗘのṧᏑ、子

育ての㧗い経済的・ᚰ理的㈇担࡞の要因が㔜࡞ると、出生意欲も２人のラインを㋃み㉺

 ࠋる࠼るとゝ࠶てప下するࣜスクが࠼
 
４㸬ࡲとめ 

1960 年代からの先進主要諸国の出生率の推移をぢると、2000 年㡭ࡲでに TFR1.5 をୖ回

る出生率で下ࡆṆࡗࡲた⦆少子化国と、1.5 を下回ࡗて行ࡗた㉸少子化国に分ࡉれていた

が、ࡑの後、2000 年代に入るとከࡃの国で出生率がୖ᪼したࠋしかし、㉸少子化国でࡣ、

ୖ᪼トレンࢻが⥆いた国も少数࡞がらぢられるものの、2010 年代に再び 2000 年ึ㢌のレ

ベルࡲでᡠるか、ࡑもࡑも 2000 年代から一㈏して出生率がప下し⥆けた国もከࡃ、動向が
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分かれているࠋ 
⦆少子化国で2010、ࡣ 年๓後の TFR をࣆークに近年ࡣ㌺୪み出生率をప下ࡏࡉていたࠋ

ከࡑࡣࡃれでも 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘを⥔ᣢしているが、1.5 のラインも下回る出生率とࡗ࡞た国も

出⌧しているࠋ先進諸国で⨨換Ỉ‽を下回る出生率とࡗ࡞たཎ因ࡣ晩産化でࡑ、ࡾ࠶の晩

産化ࡣ㧗学歴化、ⱝ年ᒙの経済≧態のᝏ化、女性ປാ力率のୖ᪼と࢙ࢪンࢲー㠉命、パー

トࢼーシࢵプࡸ⤖婚・ᐙ᪘ほ࡞意㆑のከᵝ化がもたらしたが、ᐙ᪘政策でࡇれらの出生

力への㈇の影響を成ຌ⿹に⦆和しても、TFR Ỉ‽ࡣ 1.6ࠥ1.7 ⛬ᗘを⥔ᣢするのが㝈⏺࡞の

かもしれ࡞いࡔ࠺ࡑࠋとすれࡤ、ポスト出生力転換社会の行ࡃ╔ࡁ先ࡣ際㝈࡞い人口減少

社会で࠶るࠋ 
先進諸国でࡣᵝ࡞ࠎ㑊ዷ方法がᬑ及し、ࡸ意図し࡞いዷፎࡣかࡾ࡞の☜率で㜵ࡇࡄと

がでࡁる࡞࠺ࡑࠋると、人ࡣࠎ⮬らが㑅ዲする出生数をୖ㝈として出生行動をコントロー

ルするࡇとに࡞るࡇࠋれࡲで、とࢇの国でࡣ少ࡃ࡞とも子もࡣ 2 人௨ୖ欲しいと考

が理で（も数１人子）少子ࡸに無子ࠎᚎࡣが᭱大ከ数を༨めていたが、近年ࠎる人࠼

も数がらに理子ࡉ、࠼の合が増ࠎる人࠶ 2 を下回る国も出⌧しጞめているࠋ出生意

欲ࡣ実際の出生行動にᙉい影響を࠼るため、後、先進諸国の出生意欲Ỉ‽がのよ࠺

に動ࡃかࡣ、ポスト出生力転換社会の未来をぢ㏻すୖでも᭷用࡞資料と࡞るࠋ࠺ࢁࡔ 
 
ཧ考文⊩ 
Adserá, Alícia (2004), ‘Changing Fertility Rates in Developed Countries: The Impact of 

Labor Market Institutions’, Journal of Population Economics, 17, pp.17-43. 
Ahn, Namkee and Pedro Mira (2002), ‘A Note on the Changing Relationships Between 

Fertility and Female Employment Rates in Developed Countries’, Journal of 
Population Economics, 15:4, pp.667-682. 

Balbo, N., Billari, F. C. and Mills, M., 2013, “Fertility in Advanced Societies: A Review of 
Research”, European Journal of Population, 29, pp.1-38. 

Billari, Francesco C. and Hans-Peter Kohler (2004), ‘Patterns of Low and Lowest-Low 
Fertility in Europe’, Population Studies, 58:2, pp.161-176. 

Brewster, Karin L. and Ronald R. Rindfuss (2000), ‘Fertility and Women’s Employment 
in Industrialized Nations’, Annual Review of Sociology, 26, pp.271-296. 

Castles, Francis G. (2003), ‘The World Turned Upside Down: Below Replacement 
Fertility, Changing Preferences and Family-Friendly Public Policy in 21 OECD 
Countries’, Journal of European Social Policy, 13:3, pp.209-227. 

Engelhardt, Henriette, Tomas Kögel and Alexia Prskawetz (2004), ‘Fertility and 
Women’s Employment Reconsidered: A Macro-Level Time Series Analysis for 
Developed Countries, 1960-2000’, Population Studies, 58:1, pp.109-120. 

Gauthier A. H., 2016, “Governmental Support for Families and Obstacles to Fertility in 

- 94 -



East Asia and Other Industrialized Regions”, Rindfuss R. R. and Choe, M. K. (eds.), 
Low Fertility, Institutions, and their Policies, Switzerland, Springer, pp.283-303. 

Hartnett, Caroline Sten and Alison Gemmill, 2020, “Recent Trends in U.S. Childbearing 
Intentions”, Demography, 57(6), pp.2035-2045. 

Jones, G. W., 2019, “Ultra-low Fertility in East Asia: Policy Responses and Challenges”, 
Asian Population Studies, 15(2), pp.131-149. 

Kohler, Hans-Peter, Francesco C. Billari and José Antonio Ortega (2002), “The 
Emergence of Lowest-Low Fertility in Europe during the 1990s”, Population and 
Development Review, Vol.28, No.4, pp.641-680. 

Kögel, Tomas (2004), ‘Did the Association Between Fertility and Female Employment 
Within OECD Countries Really Change Its Sign?’, Journal of Population Economics, 
17, pp.45-65. 

Kögel, Tomas (2004), “Did the Association Between Fertility and Female Employment 
Within OECD Countries Really Change Its Sign?”, Journal of Population Economics, 
17, pp.45-65. 

Lanzieri, Giampaolo, 2013, “Towards a ‘Baby Recession’ in Europe? Differential Fertility 
Trends During the Economic Crisis”, Eurostat Statistics in Focus, 13/2013. 

Luci-Greulich, A. and Thévenon, O., 2013, “The impact of family policies on fertility 
trends in developed countries”, European Journal of Population, 29(4), pp.387-416. 

Matysiak, A., Sobotka, T. and Vignoli, D., 2020, “The Great Recession and fertility in 
Europe: A Sub-national Analysis”, European Journal of Population, published online: 
03 April 2020. https://doi.org/10.1007/s10680-020-09556-y 

McDonald, Peter (2000), “Gender Equity in Theories of Fertility Transition”, Population 
and Development Review, Vol.26, No.3, pp.427-440. 

Miettinen, Anneli, Anna Rotkirch, Ivett Szalma, Annalisa Donno, and Maria-Letizia 
Tanturri (2015) Increasing Childlessness in Europe: Time Trends and Country 
Differences, Families and Societies Working Paper Series, 33. 
http://www.familiesandsocieties.eu/wp-content/uploads/2015/03/WP33MiettinenEtAl
2015.pdf 

Rindfuss, Ronald R., Karen Benjamin Guzzo and S. Philip Morgan (2003), ‘The 
Changing Institutional Context of Low Fertility’, Population Research and Policy 
Review, 22, pp.411-438. 

Schneider, Daniel, 2015, “The Great Recession, Fertility, and Uncertainty: Evidence 
From the United States”, Journal of Marriage and Family, 77(5), pp.1144-1156. 

Seltzer, Nathan, 2019, “Beyond the Great Recession: Labor Market Polarization and 
Ongoing Fertility Decline in the United States”, Demography, 56(4), pp.1463-1493. 

- 95 -



Sobotka, T. and Beaujouan, É., 2014, “Two Is Best? The Persistence of a Two-Child 
Family Ideal in Europe”, Population and Development Review, 40(3), pp.391-419. 

Sobotka, T., 2017a, “Post-Transitional Fertility: The Role of Childbearing Postponement 
in Fuelling the Shift to Low and Unstable Fertility Levels”, Journal of Biosocial 
Science, 49, S20-45. 

Sobotoka, Tomáš (2017) “Childlessness in Europe: Reconstructiong Long-Term Trends 
Among Women Born in 1900-1972”, in M. Kreyenfeld and D. Konietzka (eds.), 
Childlessness in Europe: Contexts, Causes and Consequences, Demographic Research 
Monographs, Berlin: Springer, pp.17-53. 

Sobotka, T., Skirbekk, V. and Philipov, D., 2011, “Economic Recession and Fertility in 
the Developed World”, Population and Development Review, 37(2), pp.267-306. 

Tan, P. L., Morgan, S. P. and Zagheni, E., 2016, “A Case for ‘Reverse One-Child’ Policies 
in Japan and South Korea? Examining the Link Between Education Costs and 
Lowest-low Fertility”, Population Research and Policy Review, 35, pp.327-350. 

Testa, Maria Rita and Stuart Gietel-Basten, 2014, “Certainty of meeting fertility 
intentions declines in Europe during the 'Great Recession'”, Demographic Research, 
31, Article no. 23, pp.687-734. 

Thévenon, O. and Gauthier, A., 2011, “Family Policies in Developed Countries; A 
“Fertility Booster” with Side-Effects”, Community, Work and Family, 14(2), 
pp.197-216. 

㜿⸨ ㄔ（2011）「㉸少子化の⫼ᬒと政策ᑐ応」㜿⸨ㄔ・すᒸඵ㑻・ὠ㇂子・福田ரᏕ⦅

ࠗ少子化時代のᐙ᪘変ᐜ：パートࢼーシࢵプと出生行動࠘ᮾி大学出∧会ࠋ 
岩澤美帆㸪2015㸪「「ポスト人口転換期」の出生動向：少子化の経⦋と展ᮃ」ࠗ人口問題研究 㸪࠘

第 71 ᕳ第 2 ྕ㸪86－101  ࠋࢪー࣌
㡑国保健社会研究院（K I H A S A）（2018）ࠗ 2018 年出生力及びᐙ᪘の健ᗣと福祉に関す

る国調査（2018 년 전국 출산력 및 가족보건·복지 실태조사）࠘ 研究報告᭩ 2018Ѹ37ࠋ

（https://www.kihasa.re.kr/publish/report/view?type=research&seq=27889） 
国立社会保障・人口問題研究所（2017）ࠗ ⌧代日本の⤖婚と出産̿第 15 回出生動向基本調

査（⊂㌟者調査࡞らびに夫婦調査）報告᭩ 㸪࠘ཌ生ປാ統計協会ࠋ 
᪂㇂⏤㔛子㸪2015㸪「子育て㈝用の㈇担ឤと出生意欲」㸪ࠗ 人間研究࠘第 51 ྕ㸪69－80 ー࣌

 ࠋࢪ
守泉理恵（2019）「日本における無子に関する研究」ࠗ人口問題研究 第࠘75ᕳ第1ྕ、pp.26-54ࠋ 
山口一男（2009）ࠗ ࣡ークライࣂࣇランス：実ドと政策ᥦゝ J 日本経済出∧社ࠋ 
山田昌ᘯ㸪2013㸪「教育アスࣆレーションが出生力に及ࡰす影響」㸪山田昌ᘯ・松田ⱱᶞ・

平・Ọ田ኟ来・内㔝῟子・㣤島ளᕼ㸪ࠗ 夫婦の出生力のప下要因に関する分析㹼「少

- 96 -



子化と夫婦の生ά⎔ቃに関する意㆑調査」のಶ票を用いて㹼 㸪࠘ESRI Disscussion Paper 
Series No.301㸪内㛶府経済社会総合研究所㸪92－102  ࠋࢪー࣌

 

- 97 -



- 98 -


